	有料職業紹介業


平成11年の改正職業安定法の施行後、増加の一途をたどっていた有料職業紹介事業所数であったが、リーマン・ショック以降、求人数の減少によって大手事業所の撤退や中小事業所の廃業等が増加、事業所数は減少に転じている。そのような環境下、業界や業種に特化して対応するなどの差別化で、生き残りを模索する業者がみられた。

平成22年春以降、求人数の激減は一段落し、一部の企業において求人を再開するなどの動きはみられるとはいえ、総じて企業の採用に対する慎重姿勢は崩れていない。そのため今後のみ通しは楽観できないとする声が支配的であった。

業界の概要と大阪の地位
有料職業紹介業は、厚生労働大臣の許可を受けて職業あっせんを行う事業で、「一般登録型人材紹介」、「エクゼクティブリサーチ（ヘッドハンティング）」、「再就職支援（アウトプレースメント）」の３業態に大別される。
平成11年12月、改正職業安定法が施行され、民間の職業紹介事業者が労働力需給調整という重要な役割を適切に果たせるよう、有料職業紹介事業の取扱職業の範囲が一部の例外を除き原則自由化されるなどの制度改正がおこなわれた。以降、有料職業紹介事業所数は年々増加の一途をたどり、府内においても20年度末時点での有料職業紹介事業所数は1,794と、前年度比12.8％の増加となった。
しかしリーマン・ショック以降、求人数の減少によって大手事業所の撤退や中小事業所の廃業等が増加、22年9月末時点での事業所数は全国で17,121、府内で1,727と、いずれも減少している。
当業界は、顧客である企業が集積し、人材確保も有利なことから、大都市に集積する傾向にある典型的な大都市立地型産業である。全国に占める大阪の割合は事業所数ベースで10％程度、手数料徴求ベースで12％程度となっている（厚生労働省職業安定局需給調整事業課「職業紹介事業運営状況(平成20年度)」）。
有料職業紹介事業所の経営においては、求人企業（クライアント）といかに濃密なネットワークを構築しているか、その一方で求職者をいかにつなぎ止めておくことができるかが重要となる。企業の求人、求職者の求職申込のいずれかが極端に少なくなったり、かたよりが生じたりした場合、有料職業紹介事業所の経営は自助努力の如何に関わらず大きな制約を受ける。そこで以下では全国および大阪府における新規求職申込状況、常用求人数、常用就職件数についてみることとする。
「事務」「専門・技術」「販売」の比率が高い大阪府内の新規求職申込状況
有料職業紹介事業における20年度の全国の新規求職申込状況をみると、全体では284万9,366件と、前年度比16.7％の大幅増加となっている。職種別にみると、「専門的・技術的職業」が87万1,603件と、全体の30.6％を占め、次いで「事務的職業」58万1,602件（同20.4％）、「配ぜん人」49万863件（同17.2％）と続いている。前年度と比較した伸び率をみると、「農林漁業」「芸能家」「保安」「モデル」の順に高い伸び率を示した。
一方、府内においては、全体では27万1,213件と、全国比9.5％を占めている。職種別では、「専門的・技術的職業」が9万8,935件と、全体の36.5％を占め、次いで「事務的職業」7万6,754件（同28.3％）、「販売」4万5,084件（同16.6％）と続き、これらはいずれも対全国比でも高くなっている。
常用求人件数は減少
常用求人数は全国で192万6,036人と、前年度に比べて11.6％減と大幅に減少している。職種別では「専門的・技術的職業」が99万4,634人と、全体の51.6％を占め、次いで「事務的職業」30万8,185人（同16.0％）、「販売」21万9,235人（同11.4％）と続いているが、対前年度増減率はそれぞれ0.3％減、25.1％減、18.7％減といずれも減少している。
一方、府内においては20万8,015人となっている。職種別では、「専門的・技術的職業」が11万8,274人と、全体の56.9％を占め、次いで「事務的職業」2万9,649人（同14.3％）、「販売」2万6,219人（同12.6％）と続いている。
常用就職件数においても府内では「専門・技術」「事務」が多い
以上の環境のもとで業者が成立させた常用就職件数は全国で37万4,187件と、前年に比べ0.9％の減少となった。これはホワイトカラーが前年度比で10.3％減と大きく減少したものの、「サービスの職業」や「生産工程・労務の職業」の常用就職件数が大幅に増加したためである。
一方、府内においては全国の10.1％を占める3万7,849件となっている。職種別では、「専門的・技術的職業」が1万1,352人と、全体の30.0％を占め、次いで「事務的職業」7,916人（同20.9％）と続いている
このように、全国的には新規求職申込件数が大きく伸びているにも関わらずホワイトカラーを中心として常用求人数が激減しているため、常用就職件数は伸びていない。求職申込件数と常用求人数を比較すると、求職申込件数に対して「事務的職業」および「販売」の求人件数が圧倒的に少ない。
20年度における大阪府の状況をみると、求人の過半数を「専門的・技術的職業」が占めており、常用就職件数において最も多い結果となっている。その一方で、求職は「専門的・技術的職業」に偏っているわけではなく「事務的職業」「販売」への求職も多い。
「事務的職業」については求職件数が7万6,754件に対し、求人は2万9,649人にとどまっており、求人倍率（常用求人数／求職申込件数）は0.4にも満たない状況となっている。これまでのように「事務」しか求職しない人材が多い状況が続けば、常用就職件数は求人側に大きく依拠することとなる。事務のアウトソーシングが進展している現状において今後事務人材の求人が大幅に増加するとは考えにくく、したがって常用就職件数の大きな伸びは期待できない。
その一方で、「販売」については平成22年春以降、消費者向け小売・サービス業における販売人材を中心に徐々に回復しつつあり、今後は常用就職件数の伸びが期待できる。
厳しい経営環境
リーマン・ショック以降、求人数の減少により収益は悪化、中小の有料職業紹介業では廃業も目立つ。そのような環境下、日本に進出した外資系企業、あるいはネット通販など消費者向け小売業、といったように業界や業種に特化して職業紹介を行うなどして、他社との差別化を図り、生き残りを模索する業者がみられた。
今後の見通し
求人数の激減は一段落し、平成22年春以降、一部の企業において求人を再開するなどの動きがみられるとはいえ、円高に伴う生産拠点の海外移転、東京への本社流出、さらには派遣規制といった構造的雇用調整が進行する動きなどから、総じて企業の採用に対する慎重姿勢は崩れていない。製造業においては秋以降の需要低迷を見込み、生産の縮小に先行する形で雇用調整が進展しているなどの動きもみられ、今後の見通しは楽観できないとする声が支配的であった。
今後はインターネット等を駆使して大量に求職者を確保したうえで求人企業のニーズに迅速に対応しようとする動きと、求職者(転職希望者)および求人企業のニーズを的確に把握し丁寧なマッチングを行う動きの二極化がますます顕著になるとみられる。
当業界は社会における人材の配置転換を促す機能を有しているが、その人材とはこれまでは主として「在職者」であり、「失業者」にはあまり目が向けられて来なかった。

しかし企業の採用に対する慎重姿勢、あるいは人材に対する考え方の変化等によって人材の流動化がますます進展していくなかで、業界は「失業者」とどう対峙するかが課題であり、そのうえで業界とハローワーク等の公的職業紹介機関との役割分担のあり方について再度み直し、適正な人材流動化を図っていく必要があるのではないかと指摘する声がある。

（ 田中 宏昌）
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全国(件) 対前年比(%) 大阪府(件) 対全国比(%) 全国(件) 対前年比(%) 大阪府(件) 対全国比(%) 全国(件) 対前年比(%) 大阪府(件) 対全国比(%)

専門的・技術的

871,603 22.8 98,935 11.4 994,634 -0.3 118,274 11.9 101,128 1.6 11,352 11.2

管理的 211,153 13.0 16,359 7.7 141,401 -10.0 10,994 7.8 13,091 -13.5 1,209 9.2

事務的 581,602 -1.0 76,754 13.2 308,185 -25.1 29,649 9.6 58,884 -24.8 7,916 13.4

小計 1,664,358 12.1 192,048 11.5 1,444,220 -7.8 158,917 11.0 173,103 -10.3 20,477 11.8

販売 312,355 7.8 45,084 14.4 219,235 -18.7 26,219 12.0 33,424 -7.9 4,622 13.8

サービス 80,138 5.9 9,988 12.5 83,640 6.4 8,211 9.8 33,980 83.3 2,483 7.3

保安 842 81.5 59 7.0 2,795 -31.6 249 8.9 322 -21.7 43 13.4

農林漁業 3,096 5147.5 6 0.2 197 657.7 8 4.1 18 20.0 1 5.6

運輸・通信 8,182 0.9 357 4.4 7,115 17.2 275 3.9 1,236 11.5 96 7.8

生産工程・労務

47,993 7.3 4,735 9.9 46,271 8.2 2,595 5.6 20,417 65.2 1,244 6.1

芸能家 43,694 205.6 1,335 3.1 2,346 -8.3 1,137 48.5 2,766 -43.1 922 33.3

家政婦(夫) 43,110 38.2 2,162 5.0 40,897 -9.5 1,808 4.4 42,808 0.7 1,834 4.3

配ぜん人 490,863 41.2 7,860 1.6 3,766 -16.9 57 1.5 3,148 36.5 57 1.8

調理士 15,352 47.2 1,074 7.0 6,626 18.6 322 4.9 4,344 11.2 216 5.0

モデル 11,004 60.2 415 3.8 220 249.2 0 0.0 146 942.9 0 0.0

マネキン 128,379 0.8 6,090 4.7 68,708 -55.1 8,217 12.0 58,475 -6.2 5,854 10.0

小計 1,185,008 23.9 79,165 6.7 481,816 -21.3 49,098 10.2 201,084 8.9 17,372 8.6

合計 2,849,366 16.7 271,213 9.5 1,926,036 -11.6 208,015 10.8 374,187 -0.9 37,849 10.1

資料：全国については厚生労働省職業安定局需給調整事業課「職業紹介事業運営状況(平成20年度)」、大阪府については大阪労働局資料より作成。



新規求職申込件数 常用求人数 常用就職件数
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全国(所) 対前年比(%) 大阪府(所) 対前年比(%) 対全国比(%)

平成19年度末

15,453 20.7 1,591 18.6 10.3

　　　20年度末

17,700 14.5 1,794 12.8 10.1

22年9月末

17,121 － 1,727 － 10.1

資料：厚生労働省職業安定局需給調整事業課「職業紹介事業運営状況(平成20年度)」。

　22年9月末については厚生労働省職業安定局資料より作成。

(注)平成19、20年については各年度末日現在。

 
